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2 c五島iOSHE SHEKEL THE TIMING OF INCOME RECOGNITION IN TAX LAW アAND THE TIME 
VALUE OF MONEY 1-3 (209) . 
3碓井光明「課税要件法と租税手続法との交錯」租税 1号 39 頁以下（1983 ）。




閣， 201) 0 
2 
枠の用語として課税（計上）のタイミングまたは課税所得の認識としづ言葉を用いる。
ここで，時期（time or seaon ）は，ある特定の時点を含む時的連続性を持った一定の











理論と体系思考』 26 頁（信山社， 2017 ））と定義されている租税訴訟における立証責任
の対象となる租税債権債務の発生原因となる要件という意味で用いているc また，第7章




「taxble evntsJ には，「租税法律要件j または「課税要件」が適訳であると直接ご指導
いただいた。併せて，岡村忠生「税務訴訟における主張と立証一非正常取引を念頭に－」





念の研究』 28 頁以下（有斐閣， 195) （初出；日税2 巻 (193 ））。中里実教授は，企業
の課税所得算定の基本構造を法的視点から検討され 法人税法2 条 4 項の関連で財務会
計と租税法の関係性を明らかにしたうえで，我が国の裁判例・通達を整理し，具体的に基
準を明らかにすべきことを指摘されている（中里実「企業課税における課税所得算定の法
的構造」（一）法協 10 巻 1号50頁 (1983)' （二）法協 10 巻3号1頁（1983)' （三）




し、る（神山弘行「租税法における年度帰属の理論と法的構造J（一）法協 128 巻 10 号1頁
(201)' （二）法協 128 巻 12 号 194 頁（201)' （三）法協 129 巻 1号9 頁（201)'





































7最判昭和49年 3月8日民集 28 巻2号 186 頁。
8最判昭和47年 12 月26 日民集 10 号2083 頁。


































系概念一価値判断法学とトピク法学の懸け橋一』 10 頁以下， 36頁以下， 142 頁（慶応義
塾大学法学研究会， 1996），木村弘之亮『租税法総則~ 65 頁以下（成文堂， 198 ）。




12 清永敬次『税法［新装版］』 28 頁（ミネルヴァ書房， 2013 ）。
13 増田英敏「租税憲法学の展開－租税正義の実現と租税憲法学一」同編著『租税憲法学の
展開』 2頁（成文堂， 2018) 0 
























15 金子宏「租税法における所得概念の構成j同・前掲書（6) 14 頁以下（初出；法協83
巻9・10号（196) 法協85巻9号（1968) 法協92巻9号 (1975 ）。
16 金子・前掲注 (14) 73頁。併せて，金子宏「市民と租税」同『租税法理論の形成と解
明 上巻』 3頁以下（有斐閣， 201) （初出；加藤一郎編『現代法と市民』（岩波書店，
196 ））参照。
17 増田・前掲注（ 1) 4頁。また，行政の法律適合性または課税の要件適合性とし、う表現
とも代替的に用いられる（波多野弘「租税法律主義の原員IJJ日本税法学会「創立30周年
記念祝賀税法学論文集」刊行委員会編『日本税法学会創立30周年記念祝賀税法学論文
集』 24 頁以下（日本税法学会本部， 198 ）。
18 金子宏「租税法の基本原則」同・前掲書（16) 43頁以下（初出；金子宏ほか編『租税
法講座－第一巻租税法基礎理論－』（帝国地方行政学会， 1974 ）。
19 金子宏「ルール・オブ・ローと日本の租税法（抄訳）J税研 185 号104 頁（2016 ）。
20 租税法律主義は，立法府による租税法の定立，租税行政庁による租税法の解釈適用，裁
判所による租税法の解釈適用を縛る（田中治「租税法律主義の現代的意義」税法56 号
243 頁（201 ），波多野・前掲注 (17) 24 頁）。
21 租税法律主義の消極的意義として，「国家の財政収入の確保J（新井隆一「租税法律主義
の憲法的意義」税法 176 号7頁 (1965 ））がある。
























56 号35 頁（201 ），山下学「租税法律主義の歴史的意義と現代的意義j税法563 号
395 頁（201 ）。
24 北野弘久『税法学原論〔第六版〕』 10 頁（青林書店， 207 ），増田英敏『紛争予防税法
学』 32 頁（TKC 出版， 2015 ）。
25 金子・前掲注（14) 83頁以下。




頁， 56 頁注記（3 ）。納税義務および徴税権行使の限界を明示し，納税者の権利を擁護す
る人権規定とする見解として，北野・前掲注（24) 78頁。犠牲説を規定しているとする見
解として，神野直彦『財政学〔改訂版〕』 154 頁（有斐閣， 207 ）。併せて，最大判昭和
60年3月27 日民集 39 巻2号258 頁 最大判平成 18 年3月1日民集60巻2号597 頁参
昭
27 アルベルト・へンゼ、ル（北野弘久＝三木義一訳）「「租税立法者に対する憲法上の制約。
応能課税一法の下の平等」（ l)J f3法 42 巻 1号53 頁 (1976 ），首藤重幸「租税法におけ
る公平の法理」日税54 号 38 頁（204 ），木村・前掲注 (10) 87 頁。なお，租税根拠論の
犠牲説と租税配分原則としての能力説は直接結び付くが，租税根拠論としての利益説は租
税配分原則の利益説とは，密接な関連があるが相違することには注意を要する（神野・向



























下， 51 頁以下（税務経理協会， 203 ）参照。
28 橋本徹「租税の根拠J金子宏ほか編『租税法講座－第1巻 租税法基礎理論－』 17 頁
（帝国地方行政学会， 1974 ）。畠山武道＝渡辺充『新版租税法』 9頁（青林書院， 20)
は，能力説と義務説を問視されている。
29 アダム・スミス（大内兵衛＝松川七郎訳）『諸国民の富（四）』 240 頁（岩波書店，
196 ）。もっとも，公平の原則の前段部分は 能力説と利益説が未分化のままではある
が，能力説に近似するまたは組み込まれていると評される（吉村典久「応能負担原則の歴
史的発展」法研63巻 12 号359 頁 (190 ）。
30 武田隆夫ほか『再訂近代財政の理論』 173 頁（時潮社， 1964 ）。公的負担の平等を定め
るフランス人権宣言 13 条は，「公的強制力の維持のため，および行政の諸費用のため
に，共同の分担金が不可欠である。それは，全市民の聞に，その能力に応じて平等に配分
されなければならなしリ（高橋和之『新版 世界憲法集』 319 頁（岩波書店， 207 ））と規
定して，能力説を明らかにしている。
31 島恭彦『財政思想史島恭彦著作集1』24頁（有斐閣， 1982 ），橋本・前掲注（28)































3 武田ほか・前掲書（30）同頁，金子・前掲注 (15) 2頁以下。






36 武田ほか・前掲注（30) 190 頁橋本・前掲注（28）・ 126 頁 島・前掲注（31) 26 
頁。

























課税の公平（Equality of taxion ）は，「犠牲の公平（equality of sacrife) Jを意味す
ると述べている40
38 武田ほか・前掲注（30) 19 頁。
39 北岡甲子郎「アドルフ・ワグナーJ大川政三＝小林威編『財政学を築いた人々～資本主
義の歩みと財政・租税思想～』 240 頁（ぎょうせい， 1983) 0 




のなどがある（武田ほか・前掲注（30) 174 頁注記（四）' 19 頁以下）。
42 橋本・前掲注（28) 19 頁以下。なお，神野直彦教授は，租税の性質が無償性であるこ
とを根拠に，利益説の利益は，個別の利益を意味するのではなく，社会契約を結ぶことに
よる一般報償であるとされる（神野・前掲注（26) 154 頁）。
43 武田ほか・前掲注（30) 192 頁。
4 JORN STUART MIL, PRINCPLES OF POLITCAL ECONOMY WITH SOME OF THEIR 




















1970) .同書の邦訳には， J・S ・ミル（末永茂喜訳）『経済学原理（五）』 28 頁（岩波書
店， 195 ）がある。
45 井藤・前掲注（37) 230 頁G
46 橋本・前掲注（28) 126 頁，島・前掲注（31) 26 頁，貝塚啓明『財政学｛第3版］』 65
頁（東京大学出版会， 203 ）。
47 吉村・前掲注（29) 359 頁， 361 頁， 370 頁。













51 金子・前掲注 (15 ）同頁，へンゼ、ル・前掲注（27) 50 頁（北野＝三木執筆部分），松
沢・前掲注（1) 74 頁。ヘンゼルは，多数決による決定としづ民主主義の立法手段の基本
的な形式原理が，租税法の実体的な内容に不幸を及ぼすことを指摘している（ヘンゼル・
同書 5 頁， 63 頁，アルベルト・ヘンゼ、ル（北野弘久二三木義一訳）「「租税立法者に対す








課税の公平の基準に合致する担税力5 (abilty to pay taxes or taxble capity ）と
は，「支払う者が不当な苦痛（unde hardsip ）受けることなく，または社会の他の構
成員によって社会的に重要であると重んじられている目的が容認できない程度に阻害









52 増田・前掲注（ 1) 83頁。










90巻4・5・6号 143 頁（1972 ））。平等原則は，絶対的な平等ではなく，合理的な差別
を容認する相対的平等を意味する（最大判昭和 60 年3月 27 日・前掲注（26) 258 頁）。
我が国の憲法学および租税法学の学説・判例を検証する文献として，増田・前掲注（ 1 ) 
30頁以下を参照されたい。
5 金子宏「税制と公平負担の原則」同『所得課税の法と政策』 2頁（有斐閣， 196) （初
出；ジュリ 506 号 (1972 ）。
56 RICHARD GODE THE INDIVDUAL INCOME TAX STUDIES OF GOVERNMENT FINANCE 
17 (Revisd ed. 1976) .同書邦訳には， R. グード（塩崎潤訳）『個人所得課税改訂版
－「最良の租税Jの研究－』 18 頁（今日社， 1976 ）。同書では，支払能力（abilty to 
pay ）を，「単に国（the stae ）の手に移すことができる資源を所有すること（the
posein of resouc) Jと定義している。 Id. わが国では，担税力とは，納税者の租税
を負担する能力であり，各人の経済的富裕度または全体的生活レベル（金子・向上書 3




















力の意義J税研 19 号34 頁（205 ））とされ，また能力，給付能力，負担能力，納税能
力，租税力としづ概念の内容は異なるとする見解（井藤・前掲注（37) 286 頁）等もあ
る。






の改革 所得税の基礎理論をふまえて」税研 19 号 19頁（205 ），神野直彦「所得概念
論J金子宏編『21 世紀を支える税制の論理第2巻所得税の理論と課題〔二訂版〕』 19
頁（税務経理協会， 201 ）参照。 Gode, suprn note (5) , at 1. 
58 金子・前掲注 (15) 14頁では，資本主義経済の拡大再生産の見地から，資本不可侵の
原則は当然の要請と肯定されている。また，最高裁昭和60年 3月 27 日（前掲注（26)
26 頁以下）大法廷判決の補足意見（伊藤正巳裁判官（木下忠良裁判官，長島敦裁判官は











































所得税」同『所得税・法人税の理論と課題』 56 頁以下（日本租税研究協会， 201 ），大蔵
主税局編『REPORT ON JAPANESE T広 ATION BY SHOUP MISION APENDIX VOLUME N シ






















































































































「所得Jの概念は，理論的に真の意味における所得（true or real income ）を指す。
これは財貨（gods ）の利用や人的役務（servic ）から得られる効用（utilties ）または
満足（satifcon ）もしくは実体のない心理的な経験（intagble psycholgia 







195) （初出；法協83巻9・10号 (196 ），法協85巻9号（1968 ），法協92巻9号
( 1975 ）。 Robert Mury Haig, The Concept of Income Econmic and Legal A伊 ects, in 
THE FEDRAL INCOME TAX 1, 2-3 (Haig ed., 192) . 
3 HENRY C. SIMON, PERSONAL INCOME TAXION 42 (1938, 6th Impresion 1970) . 




























(saving ）に充てられたものや保有資産の増加価値（increas in the value of aset 
5 KEVIN HOLMES, THE CONCEPT OF INCOME A MULTI-DSCPLINARY ANLYSI 47 
(201) . 
6 Haig, supra note ( 2) at 6. 
7金子宏『租税法〔第2 版〕』 185 頁以下（弘文堂， 2017 ）。
s Holmes, supra note ( 5 ) at 48. 
9 Se, Id. at 48・51.
10 JOHN STUART 乱1IL, PRINCPLES OF POLITCA ECONOMY 羽TIH SOME OF THEIR 
APLICATONS To SOCIAL PHILOSPHY BOKS N AND v 164 (Donald 羽Tinch ed., 



















1 Holmes, supra note ( 5 ) at 76, 82. 
12 Id. at 49. 
13 金子宏「所得税の課税ベース一所得概念の再検討を中心として J同・前掲書（2 ) 
170 頁以下（初出：租税 17号（198 ））。同旨，中里実「所得の構成要素としての消費一
市場価格の把握できない消費と課税の中立性一」金子宏編『所得課税の研究』 67 頁（有斐
閣， 19 ）参照。
14 Holmes, supra note ( 5 ) at 54・5, 80. 
15 阿部雪子「所得税の課税ベースの研究」一橋論叢 135 巻 1号 109 頁（206 ）。




以下（有斐閣， 20 ），奥谷健「市場所得説の生成と展開（二・完）」民商 12 巻4・5号
576 頁（20 ）参照）。
17 ゲ、オルク・シャンツ（Georg Schanz ）の所得概念については，ゲ、オルク・シャンツ
（篠原章訳）「所得概念と所得税法（ 1 ）・（2）・（3 ）」経済研究 104 号23頁（198)'
経済研究 105 号 127 頁 (198 ），経済研究 107 号95 頁 (198 ）参照。シャンツの所得概
念に付随する会計学的視点からの包括的所得概念の二類型については，清永敬次「シャン




is Paul H. Wuelr, Concepts of Taxble Income I, Vol.53 Politcal Scien Quartely 
83, 90 ( 1938) .包括的所得概念は，原資の測定値も同様に市場価値として想定され，貨
幣による購買力である実質的資本として観念していた（辻山栄子『所得概念と会計測定』
























体的に「所得Jを「(1）消費によって行使された権利（rights exrcisd in consumpti) 
の市場価値と，（2）期首と期末の聞における財産権の蓄積価値の変化（the change in 
the value of the store ）の合計」 28と定義し，経済的能力それ自身は，一定期間におけ
る消費と純資産価値の増加の和として定義した。
したがって，課税の対象となる「所得jには一定期間におけるキャピタル・ゲイン
19 Id. at 92 97. 
20 金子・前掲注（7) 187 頁以下，清永敬次『税法［新装版］』 82頁（ミネルヴァ書房，
2013 ），水野忠恒『大系租税法（第2版）』 153 頁以下（中央経済社， 2018 ）口
21 神戸地判昭和59年3月21 日税資 135 号328 頁以下。併せて，最判昭和40年4月9
日民集 19巻 3号582 頁以下参照。
2 Wuelr, supra note ( 18) at 102. 
23 Id. at 106. 
24 Id. at 103 ・106.
25 Haig, supra note ( 2) at 7. 
26 Id. 
27 Id. at 49. 
























29 玉園文敏「違法所得課税をめぐる諸問題（4) J判時75 号 14頁（1974 ），金子宏「テ
ラ銭と所得税一所得の意義，その他の所得税法の解釈をめぐって－」同編『租税法理論の
形成と解明 上巻』 435 頁（有斐閣， 201 ），所得税基本通達36- 1参照。
30 金子・前掲注（2) 46頁以下参照。 Holmes, supra note ( 5 ) at 35. 
31 Schanz- Haig-Smons の所得概念は，経済力のすべての増加を捕らえることを試みてい
る点で水平的公平の維持に努めるとともに，経済的中立性に適合していると評価されてい
る口 Se, Id. at 80・82.
32 藤谷武史「非営利公益団体課税の機能的分析（二）」国家 18 巻3・4号 32 頁
(205 ）。金子宏監修・中里実ほか編『現代租税法講座第 1巻理論・歴史』 265 頁以下［園
枝繁樹］（日本評論社， 2017 ）は，現在の公共経済学の租税理論の視点から，担税力を基
準とする租税理論が用いられていないと指摘されている。
3 Simons, supra note ( 3 ) at 128. 金子・前掲注（2) 29 頁。
34 金子・向上論文同頁C
35 最判昭和48年 4月26 日民集27巻3号 642 頁，東京高判昭和 49年 10 月23 日行集
25巻 10 号 126 頁。
36 最（大）判昭和 60年 3月 27 日民集 39巻2号247 頁0
37 Simons, supra note (28) . 































39 Holmes, supra note ( 5) at 60. 
40 Simons, supra note (28) . 
41 Id. at 51. ヘイグは，「所得は，個人が経済的能力を行使することを選択する時，という
よりも，むしろ，個人が満足を得るための経済能力を得る時，すなわち，所得の取得に課
税することに本質がある。」と述べている。 Haig, supra note (25) . 
42 Holmes, supra note ( 5 ) at 67. 

























4 Id. at 68・71, 73. 
45 増田英敏「第7章譲渡所得課税と紛争予防」同『税理士のための租税法講座紛争予
防税法学』 12 頁（TKC 出版， 2015) （初出； TKC460 号（201), TKC463 号
(201 ）），増井良啓「債務免除益をめぐる所得税法上のいくつかの解釈問題（上）・
（下）Jジュリ 135 号 192 頁以下（206 ），ジュリ 137 号268 頁以下（206 ）参照）。
46 ここでの必要経費とは，「収入金額の獲得のために投下された費用の総称」（碓井光明
「所得税における必要経費J租税3号63頁（1975 ））である。
47 JOSEPH M. DOGE, J. CLIFTON FLEMING, JR., ROBERT J. PERONI, FEDERAL INCOME 
TAX: DOCTRINE, STRUCTURE, AND POLICY TEX, CAES, PROBLEMS 38 (4th ed. 201) . 
[herinafter cited as Dodge et al.]. 


















ける所得（real income) （未実現の利得）が 外部から納税者に何らかの金銭その他の
49 Dodge et al., supra note ( 4 7) at 40・41.
50 吉良実「税法上の課税所得論（ 1 ) J税法304 号 14頁 (1976 ）。
51 金子宏「所得概念についてj 同編・前掲書（29) 426 頁（初出・税経通信25巻6号
( 1970 ）。
52 実現を外部からの経済的価値の流入があった時点と捉える見解として，増井良啓『租税
法入門〔第2版〕』 18 頁（有斐閣， 2018 ），伊川正樹「譲渡所得とその課税および実現主
義一増加益清算課税説と譲渡益清算課税説の対立点」越智敏裕ほか編『行政と国民の権















































版補正版〕』 18 頁（弘文堂， 2018 ））を意味するとされる。
54 佐藤・向上書 15頁，増井・前掲注（52) 18 頁。
5 最判昭和46年 1月9日民集25巻 8号 120 頁，最判昭和 49年 3月8日民集 28巻 2
号 186 頁，岡村・前掲注（52) 96頁。
56 増井良啓「譲渡所得課税における納税協力J13税50 号 126 頁（20) 0 
57 金子・前掲注（51) 427 頁，渡辺（徹）・前掲注（52) 73 頁，中里実ほか編『租税法概
説〔第2版〕』 18 頁（有斐閣， 2015 ）。
58 金子・前掲注（51) 426 頁，田中治「キャピタル・ゲイン課税一税法学からの問題提起




























59 増井・前掲注（52) 123 頁。
60 法3 条 1項が物的な規定のされ方であるにもかかわらず「実現j方式を採用すること
から人的分類と物的分類が，錯綜し衝突する結果となる（同村忠生「所得分類論」金子宏
編『第2巻所得税の理論と課題〔二訂版〕』 51 頁以下（税務経理協会， 201) L 
61 谷口勢津夫「収入金額の計上時期に関する実現主義の意義J阪大法学64巻6号 1549
頁（2015 ）。
62 黒津清編『会計学』 102 頁（青林書院， 1956 ），広瀬義州『財務会計（第 12版）』 148
頁以下（中央経済社， 2014 ），桜井久勝『財務会計講義＜第四版＞』 65頁以下（中央経
済社， 2018 ），加古宜士『財務会計概論〔第9版〕』 2 頁以下（中央経済社， 201 ），金
子・前掲注（ 2) 65頁。
63 水野忠↑亘「企業会計における実現主義と租税法における所得の実現との交錯について」






























64 金子・前掲注（2) 6 頁，大阪高判昭和 56年7 月16 日行集 32 巻7 号105 頁。
65 田中（治）・前掲注（58) 78頁。例えば，法40条の定めるたな卸資産等の贈与等の場
合の総収入金額の算入が挙げられる口
6 岡村・前掲注（52) 103 頁口
67 武田昌輔『DHC コンメンタール所得税法』 4296 頁（第一法規，加除式）。
68 田中（治）・前掲注（58) 78頁。
69 岡村・前掲注（60) 48頁。
70 金子「所得の年度帰属－権利確定主義は破綻したか 」同・前掲書（2) 283 頁， 295
頁以下（初出；日税2 巻（193 ）。































73 木村弘之亮『租税法学』 216 頁（税務経理協会， 19) 0 
74 測圭吾「所得課税における年度帰属の問題J金子宏編『租税法の基本問題』 206 頁（有
斐閣， 207 ）。
75 これを測圭吾教授は 「広義の実現主義J（視l・向上論文206 頁注記 17）とされてい
る。
76 谷口勢津夫「税法における所得の年度帰属一税法上の実現主義の意義と判断枠組み－J
税法56 号 293 頁以下（201 ）。
7 岡村・前掲注（52) 94頁 神山弘行「租税法における年度帰属の理論と法的構造

























おける収入金額の年度帰属J税事29号3 頁以下 (196 ），同「不動産所得の意義とその
年度帰属」税事42 号53頁 (198 ）参照。
79 収入金額の計上時機の変遷については，拙稿「譲渡所得課税における所得の認識基準に
関する研究（ 1 ）」専大院56号2 頁以下（2015 ）を参照。




81 清永敬次「権利確定主義の内容J税経通信20巻 1号94頁（1965 ）。なお，谷口
（勢）・前掲注（76) 273 頁は，権利発生主義を「財産法型権利確定主義J，現行における
権利確定主義を「損益法型権利確定主義Jと区別されている。























83 金子宏「租税法と私法－借用概念及び、租税回避について－J同編・前掲書（29) 385 頁





的・証拠法的視点から－J税法53 号27 頁（205 ））と述べられている。
84 戦前の所得の計上時機については，碓井光明「『収入金額』『収益』の計上時期に関する
権利確定主義についての若干の考察～その生成と展開J税理21巻 10号5頁以下
(1975 ），植松守雄「収入金額（収益）の計上時期に関する問題J租税8号37頁， 51 頁
以下 (1980 ），忠、佐市『課税所得の概念論・計算論』 38 頁以下（大蔵財務協会， 1980)
を参照されたい。
85 田中勝次郎『所得税法精義〔改訂版〕』 168 頁以下（厳松堂書店， 1936 ）。
86 田中（勝）・向上書218 頁以下。
87 民法における学説・判例の通説は，契約時説である（最判昭和 3 年6月初日民集 12
巻 10号 158 頁，最判昭和 38年5月31 日民集 17巻4号58 頁，最判40年 1月 19 日
民集 19巻8号203 頁，末弘巌太郎『物権法 上巻』 63頁（有斐閣， 192 ），我妻栄著有
泉亨補訂『新訂物権法（民法講義II）』 61 頁（岩波書店， 1983 ））。すなわち，原則とし
て売買契約成立（債権関係の発生）の時と同時に所有権も移転する（物権変動が生じる）
と解する（近江幸治『民法講義H 物権法〔第3版〕』 56頁（成文堂， 209 ）。



















なる所得は別として，前年の所得額を基礎として，その年の 7月， 9月， 1月及び翌年2
月の4回に分けて納付する」（金子・同書同頁）制度である。
90 大蔵省主税局編『ファイナンス・ダイジェスト 10／改正国税詳解〔昭和 26年度版〕』
12 頁（大蔵財務協会， 195 ）。旧所得税基本通達 194 ，旧同通達 194 ～204 の定める計上




















































91 黒津清二湊良之助『企業会計と法人税法一調整実務から損益計算まで－』 12 頁（日本
税経研究会， 195) 0 
92 企業会計基準審議会「税法と企業会計原則との調整に関する意見書（小委員会報告）J 
税経通信7巻14号附4頁（1952) 0 
93 佐藤孝一「調整意見書の根本思想J会計4巻8号20 頁以下（1952 ）。
94 植松・前掲注（84) 43頁，谷口（勢）・前掲注（76) 27 頁。


















19巻 7号 48 頁以下（1964 ），忠、佐市「権利確定主義からの脱皮J税経通信20 巻 1号65
頁以下（1965 ），忠佐市「権利確定主義の提言J税経通信 35 巻 12 号2頁以下（1980 ）参
昭
97 調査したうち，最初に実現主義と権利確定主義を結び、つけて主張されている注目すべき
見解として，吉岡二郎「税務における収益計上基準の理論」産業経理 16巻 10号 14 頁以
下 (1956) を参照されたい。昭和 38年税制調査会答申では「税法は，期間損益の決定の
ための原則として，発生主義のうちいわゆる権利確定主義をとるものといわれているJ
（税制調査会「所得税法及び法人税法の整備に関する答申J15 頁 (1963 ））としている。















































ロ その他の利息 その貸付に係る契約の内容に応じ， 36 5の（ 1 ）に掲げる日j と




9 田中二郎『租税法〔第三版〕』 502 頁（有斐閣， 190 ），金子・前掲注（ 7) 293 頁，水
野（忠）・前掲注（20) 285 頁，増田・前掲注（ 1) 15 頁，中里実ほか・前掲注（57)
17 頁以下，佐藤（英）・前掲注（53) 24 頁以下。
10 最判昭和 40年 9月8日刑集 19巻 6号630 頁，最判昭和 49年 3月8日・前掲注
(5) 186 頁。




































105 金子・前掲注（70) 283 頁。
106 水野（忠）・前掲注（20) 28 頁以下。他方で，水野教授は，権利確定主義を企業会計
の発生主義の考え方に基づいているとされている（同・同書285 頁）。
107 松沢智『新版租税実体法（補正第 2 版）~ 20 頁（中央経済社， 203 ）。
108 企業会計審議会特別部会「税法と企業会計との調整に関する意見書」舎計90 巻6号


























できる14 。さらに，法 36 条 1項は，別段の定めを除いて15 ，「収入j に続けて「すべ
109 品川芳宣「棚卸資産j 日税2 号 3 頁（192) 0 
10 最判昭和 56年 4月24 日民集 35巻 3号672 頁，東京高判昭和 47年9月 14 日東高時
報 23巻9号 143 頁，東京地判昭和 43年 4月25 日判時524 号28頁，最判平成 13年 7
月 13 日判タ 1073 号 139 頁。
1 中里実「企業課税における課税所得算定の法的構造（一）」法協 10 巻 1号 51 頁以下
(1983 ）。
12 渡辺徹也『スタンダード法人税法』 3頁（弘文堂， 2018 ）。




























16 最判昭和 46年 1 月9日・前掲注（5) 120 頁 木村弘之亮「所得税法における包括





47巻 12 号 26 頁以下（2015 ）。
18 谷口（勢）・前掲注（76) 289 頁，酒井克彦『所得税法の論点研究 裁判例・学説・実
務の総合的検討－』 314 頁（財務詳報社， 201 ）。
19 金子・前掲注（70) 284 頁。
120 最判昭和 40年 9月8日・前掲注（10) 630 頁，最判昭和 49年 3月8日・前掲注
(5) 186 頁，金子・向上論文283 頁，清永・前掲注（20) 10 頁，水野（忠）・前掲注
(20) 286 頁，佐藤（英）・前掲注（53) 245 頁以下，谷口（勢）・前掲注（76) 285 頁以
下参照。また，「権利」は評価を経て確定するもので，直接の事実として扱うべきではな
く，評価的要件であるとする見解として，酒井克彦「法人税法における要件事実」伊藤滋
夫＝岩崎政明編『租税法における要件事実論の展開』 30 頁（2016) 0 
12 岡村・前掲注（60) 48頁。
12 松沢智『租税法の基本原理』 14 頁（中央経済社， 1983 ）。





























124 植松・前掲注（84) 43 頁，渡辺伸平「税法上の所得をめぐる諸問題」司法研究報告書
19輯 1号58頁（1967 ）。
125 金子宏教授は，これを無条件請求権説と呼称され（金子・前掲注（70) 304 頁），清永
敬次教授は，これを権利確定主義とする（清永・前掲注（81) 93 頁）。納税者の義務の履
行の完了に着目するものとして，最判平成 10年 1月 10 日集民 190 号 145 頁。
126 昭和 26年所得税基本通達は昭和45年に改正され，その内容は現行と変わりはない。
昭和 45年所得税基本通達については，和田正明「権利確定主義についての一考察－資産
の譲渡・贈与を中心として－J税大論叢9号 13頁以下 (1975 ）口
127 近江・前掲注（87) 58頁。
128 物権の独自性（契約の意思表示のほかに別個独立の意思表示（物権行為））を必要とす






























支払い時に所有権が移転するとする見解（川島武宜『新版 所有権法の理論』 2 頁以下
（岩波書店， 197 ））。また，物権の独自性と物権変動時期は相伴う必要はないとし，引渡
し・登記・代金支払いのうち，何れか先にされた時であるとする代金支払い・引渡し・登
記時説がある（舟橋諒一『法律学全集 18 物権法』 87 頁（有斐閣， 1960 ）。
129 近江・前掲注（87) 58頁。
130 最判昭和46年 1月9日・前掲注（5) 120 頁，金子・前掲注（70) 302 頁以下。
13 田中治「税法における所得の年度帰属一一権利確定主義の論理と機能j経、済研究32巻
2号 197 頁 (1986 ）は，実現主義の最狭義の理解として実現主義と現金主義は同一である
している。
132 金子・前掲注（70) 304 頁。






























134 淵・前掲注（74) 213 頁以下。













































































138 山田二郎「判批j同『租税法重要判例解説（ 1 ）』 42 頁以下（207) （初出；法律のひ








































用』 20頁（中央経済社， 2017 ）。
2金子宏『租税法〔第2 版〕』 208 頁（弘文堂， 2017 ），水野忠恒『大系租税法（第2
版）』 175 頁（中央経済社， 2018 ），佐藤英明『スタンダード所得税法〔第2版補正版〕』
47 頁（弘文堂， 2018 ）。併せて，最判昭和 56年4月 24 日民集 35巻3号672 頁。所得区
分該当性の順序の判断については，田中治「所得税法における要件事実論」伊藤滋夫＝岩
崎政明『租税訴訟における要件事実論の展開』 304 頁（青林書院， 2016)
3金子宏「所得税とキャピタル・ゲインj同編『課税単位及び譲渡所得の研究』 89 頁（有
斐閣， 196) （初出－租税3号（1975 ）口
4譲渡所得課税により，資産の移転が妨げられ投資活動や経済発展に影響を与えてしまう
としづ冷結効果（frezing efct ）・封じ込め効果 (lok-in efct ）の問題がある。
5拙稿「譲渡所得課税における所得の認識基準に関する研究一課税のタイミングの問題を

































( 3) 238 頁（初出－曹時30巻 5号（1978 ），曹時31 巻 3号（197) 曹時31 巻 7号
(197 ），曹時32巻6号 (1980 ）））。現行所得税法基本通達3-3 は，譲渡資産の保有期
間の基準が 10年とされ，金子宏教授は5年とされている。二重利得法に対する租税法律
主義の観点からの批判として，占部裕典「土地の譲渡による所得区分一所得税基本通達3
4, 3-5 及び二重利得法の検討－J『租税法の解釈と立法政策 I』28 頁（信山社，
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1 譲渡所得課税の意義と法的構造
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ると定め，法 2 条2項 2号は法 3 条 3項2号に定める長期譲渡所得（その資産の取
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因する資産の増加Jがその範曙に入るが，法 3 条2項 1号に定める「たな卸資産」お
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を取得したときから発生し得ると解すこともできるだろう。一方で，法人税法 2 条 2
30 来栖三郎『契約法』 23 頁（有斐閣， 1965) 0 
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ている場合には，課税のタイミングは到来すると解すべきである。
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それでは，法 3 条 1項の譲渡所得の実現時機（法 36 条 1項）は いつどのような
ときに到来すると解すべきだろうか。実現があれば収入金額が生じるとする見解49から
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要経費（法 37 条）と設備費や改良費を含む取得費の控除（法 38 条）は，所得の構成要
素としての原資の維持の基準としてその目的と機能を同じくしている70
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次に，みなし譲渡課税（法 59 条 1項）と表裏の関係にある贈与等により取得した資
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る」（金子宏・前掲注（2) 26 頁）と解することができる。本論文では， 60 条 1項は，
譲受者が贈与等によって取得した資産の取得費と解すことを前提とする。









かとしづ議論がある。第一に，法 3 条 1項の「資産の譲渡」に該当するが，法 59条 1
項不適用の効果として，法 3 条の法律効果が生じなし、から，譲渡所得の計算に入らな
いとする見解84である。第二に，法 59条 1項の反対解釈に加えて， 59条2項に規定す
る前項2号の「著しく低い価格の対価Jは，対価がない贈与を含むから，譲渡損失を出
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高い段階税率が適用される結果を生じさせる。 Bitker & Loken, supra note (90), 明
3.52, at 3-42, at 3・42 n.3 
6 
いて，金銭の時間的価値（time value of money ）の存在として議論される940 金銭の時






が，何らかの追加的費用がないとしづ前提において， 205 年に 2015 年の所得に関す
る 10 万円の租税債務を支払う機会が与えられたとする。その納税者は，その期間に





万円の租税債務を延期する場合には，租税債務の現在価値は， 10 万円から 64 万 1,0
円に減少する。そうすると 納税者は， 10 年間の猶予ないしは租税債務の延期が与え
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申・前掲注（58) 17 頁以下，岩下忠吾「相続税を検証するj 日本租税理論学会編『相続税
制の再検討』 93頁以下（法律文化社， 203 ）。
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「税政策学JJ租税23 号50 頁（195 ）水野忠恒「相続税の意義と根拠」日税61 号 17 頁
(201 ）。




















67 渋谷・前掲注（62) 23 頁。
68 木村幹雄「相続課税制度とみなし譲渡J愛知大学経済論集 16 号 193 頁（204 ）。
69 BORIS I. BITKER LAWRENCE LOKEN FEDRAL TAXTION OF INCOME ESTAES AND 





(evnt ）に対して課される税である。 BRYAN A. GARNE, BLACK ’S LAW DICTONARY 58 
(7th ed. 19) .渋谷雅弘「遺産移転課税（遺産税，相続税，贈与税）と資産評価（一）
ーアメリカ連邦遺産贈与税上の株式評価を素材として 」法協 10 巻9号 1340 頁
(193 ），佐古・前掲注（19) 48 頁，川端康之「アメリカ合衆国における相続税・贈与税
の現状」日税 56 号21 頁（204 ），高野幸大「遺産税方式の問題点に係る若干の考察－ア







制度が，富の移転課税制度と解されている。 KEVINM.Y 品 t側 OTO&S 品 WELA.
















として債務控除等を行し、課税価格を算定（相法 1 条）して基礎控除を行し、（相法 15














71 来栖・前掲注（57) 75 頁注記（ 1)' 7 頁以下，三木・前掲注（6) 6頁以下，昭
和32年答申・前掲注（58) 15頁。
72 大蔵主税局編・前掲注（47) 143 頁。




































76 高野幸大「相続税の存在意義等の法的検討」日本租税理論学会編・前掲注（63) 6 
頁
7 金子・前掲注 (15) 14頁，同頁4）。
78 岩崎政明「不動産に係る多重課税の排除についてj新法 123 巻 1 ・12 号105 頁
(2017 ）。折衷型を取りながらも，平成2 年最判により，被相続人の所得課税の清算の比
重が高められたとする見解として，伊藤雄太「所得税法9条1項 16 号の解釈についての





79 名古屋地判平成 1年 10月29 日税資245 号150 頁。名古屋地判の見解は，大阪高裁平








法59 条 1項は法3 条 3項の別段の定めとして資産を無償で移転したときに，そ
の時の時価で資産が譲渡されたものとして収入金額を擬制している。法 59 条 1項と表
裏の関係にある法 60 条 1項は，法 3 条 1項の増加益清算課税における課税のタイミ
ングの例外規定として，取得価額の引継ぎの手法により課税を繰延べている。この課税
が繰延べられた被相続人の保有期間中の資産の増加益を，相続人が当該資産を収入金額




そこで，以下では，下記の（ 1 ）東京高裁平成 25 年 1 月 21 日判決80 （以下，「第一





本件は，控訴人 X （原告）が平成 19年 10 月 7日に Xの父の死亡に基づき相続によ










80 東京高判平成25年 1月 21 日裁判所HP，税資263 号順号 12390
81 東京高判平成26年3月27 日税資264 号）｜頃号 12430




















「（ 1 ）議論の便宜上，被相続人Aが価額80 で購入した土地につき，その価額が 10 と
なった時点で， Aが死亡して相続により相続人Bがこれを取得し，その後， Bがこれを
他に価額 10 で売却した（Aの保有期間中の増加益は 20, Bの保有期間中の増加益は
10）としづ事例を想定し，この事例について検討する。」
( 2）所得税法においては，「包括的所得概念を採用し， BがAから相続により取得し
た価額 10 は，本来， Bの所得を構成し，所得税の課税対象となるはずのものである。






さらに， Bが他に売却したとき， Bにその保有期間中の増加益 10 に対する所得税が課J
すこととなるが，現行法は，取得価格の引継ぎを採用している。すなわち，上記「事例
では，相続時においては， Bに10 に対する相続税が課されるだけであって， Aに課さ
れるべきその保有期間中の増加益 20 に対する所得税の課税は繰り延べられ，その後，
・・・Bが当該土地を他に売却したとき， Bに， Aの保有期間中の増加益 20 とBの保有
103 





るB固有の経済的利得（10 ）に対するもので・・…・， Bに課される 10 に対する相続税
とAの保有期間中の増加益 20 に対する所得税とが，実質的に同一の経済的価値に対し
て二重に課税するものであるとはいうことができない。


























83 東京地判平成25年7月26 日税資263 号順号 12650
104 
相続により資産を譲渡した場合には 法 59 条 1項のように時価による収入金額を擬制


















































































平成 2 年最判を受けて かねてから非課税規定と取得価額の引継ぎ規定は矛盾して
いるともいえることから，確認、的な意味で非課税規定の適用対象を明確化するための立
法的手当ての必要性が求められていた840















84 三木義一「最高裁年金二重課税判決の論理と課題j税経通信65巻 10 号2 頁
(201 ），最高裁判決研究会・前掲注（21) 7頁，大石篤史「生命保険金二重課税最高裁
判決の意義と課題」ジュリ 140 号 10頁（201)
85 最判昭和43年 10 月 31 日集民92 号79 頁，最判昭和47年 12 月 26 日民集26巻 10
号2083 頁。併せて，大島隆夫「判批J税経通信3 巻 14号（1978 ）参照。
86 最判昭和50年5月27 日民集29巻5号641 頁。
87 金子宏「所得概念について」同・前掲注（16) 426 頁（初出；税経通信25巻6号





























































8 同旨，渡辺充「判批」半IJ評 624 号 172 頁（201 ）口
89 遠藤みち「CASE STUDY 税理士のための法律講座 限定承認とみなし譲渡所得課
税」税研 104 号97 頁（20 ），土屋紀子「限定承認によるみなし譲渡所得課税一所得税
法 59 条 1項の解釈と熟考機関との関係を中心として－J国士舘法研論集 3 頁（208)'
高野幸大「限定承認をめぐる課税関係に関する若干の考察j 日税 142 号81 頁（2014 ）参
照。併せて，東京高判平成 15年3月 10 日訟月 50巻8号247 頁，谷口豊「判批j平成
16年度主半解243 頁（205 ）。
90 森田辰彦「いわゆるみなし譲渡課税についての考察J税法541 号 106 頁 (19 ），佐藤
義行「限定承認と税法上の若干の問題点に対する一考察J石島弘ほか編『税法の課題と超
克』 1 頁以下（信山社， 20 ）。なお，単純承認に係る相続の場合には，相続税として
キャピタル・ゲインが清算され，限定承認に係る相続の場合は，課税漏れが生じるために




できていないと批判する見解として，品川芳宣「判批」税研 173 号95 頁（2014 ），品川
































92 木村（弘）・前掲注（6) 80頁，増田英敏『租税憲法学第3版』 3頁（成文堂，
206 ）。
93 金子・前掲注（5) 14 頁，金子・前掲注（15) 73 頁。
94 増田英敏「租税法律主義と租税公平主義の衝突J税法56 号 36 頁（201 ），佐藤英明
「租税法律主義と租税公平主義J金子宏編『租税法の基本問題』 70頁（有斐閣， 207 ）。



































97 最判平成 17年2月 1日訟月 52 巻3号 1034 頁。
98 同旨，増田英敏「判批」 TKC 税情23巻2号 10 頁以下（2014 ），大石・前掲注（84)
10 頁，最高裁判決研究会・前掲注（21) 6頁，国税不服審判所裁決平成23年 12 月2日





































































101 渋谷雅弘「相続・贈与と譲渡所得課税j 日税50 号 147 頁（20) 0 
102 品川芳宣「半lj批JT &Amaster370 号 32 頁（201)
103 金子・前掲注 (15) 26 頁，岡村忠生「収入金額に関する一考察」論叢 158 巻5・6
号207 頁（206 ），谷口・前掲注（5) 310 頁，酒井克彦「相続した土地の含み益への譲
渡所得課税の二重課税問題（上）J税務事例45巻9号8頁（2013 ），一高龍司「判批」民
商 13 巻 3号 539 頁（205 ）。併せて，第7章を参照されたい。





















死亡時に存在する債務を控除する（相法 13 条， 14条）ことから，相続人に被相続人に
帰属した所得を課税することも，非課税規定該当性の可否を判断する余地もなくなるだ









6 巻 1・2合併号346 頁（2016 ））形式的担税力を認めて課税する制度とされている
（同・同書354 頁）。








































9号7頁以下（2013)' （下）税事45巻 10 号 17頁（2013) 0 
10 平成2 年最判により，解釈が変更され二重課税の問題が生じていると指摘する文献と




























山山田二郎「判批j ジュリ 1476 号（2015) 0 
12 金子・前掲書（15) 280 頁，奥谷・前掲注（26) 145 頁以下。
13 馬場・前掲注（46) 41 頁。






































16 佐藤英明『スタンダード所得税法〔第2版補正版〕』 143 頁（弘文堂， 2018 ）。





















































































































平成 25 年分の本件為替差益の金額は，本件外貨預金口座を開設した平成 21 年 5月





平成 25年の本件為替差益の金額は，平成 25年 1月 1日から同年 12 月31 日までの
聞に生じたもので，本件為替取引は，法 57 条の 3第 1項に規定する外貨建取引に該当
する。外貨建取引から生ずる為替差損益は，法 35 条 1項に規定する雑所得に該当し，






（国税不服審判所平成 28年 6月 2日裁決，棄却，裁決事例集 103 集 89頁）
1 本件為替差損益の実現時機と収入金額の計上時機
「本件為替取引は，本件外貨預金口座と本件普通預金口座との間の振替による取引で
















































の金額は幾らかである。 Xは，平成 25 年分の本件為替差益は，本件外貨預金口座の開




















研究』 137 頁（有斐閣， 195 ），佐藤英明『スタンダード所得税法〔第2版補正版〕』 51
頁以下（弘文堂， 2018 ）。
3最判昭和 53年2月24 日民集 32巻 1号43頁c

































5松山地判平成7年2月24 日訟月 42 巻 10 号253 頁。金子宏教授は，「弁済のため邦貨
を元本相当額の外貨に換えたときに確定するJ（金子宏『租税法〔第2 版〕』 295 頁（弘
文堂， 2017 ））としている。
6国税不服審判所裁決平成21 年4月27 日裁決事例集 7 集91 頁参照。

































8武田昌輔『DHC コンメンタール所得税法』 4259 の2頁（第一法規，加除式），青木孝徳、
ほか『平成 18年度版改正税法のすべて』 217 頁（大蔵財務協会， 206)
9 中村信行ほか『平成 12年度版改正税法のすべて』 187 頁（大蔵財務協会， 20 ）。





























しかし，所得税法には，法人税法 61 条の9のような規定がない以上 換算は客観的事
実の発生と捉える余地はないであろう。
ところで，各種所得金額の計算の通則規定として法 36 条 1項が 別段の定めがある
1 武田・向上書359 の48 頁。
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16 林修三『法令用語の常識（第3版）』 17 頁（日本評論社， 1975) 0 
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